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報告の構成

1. はじめに

2. 返品削減・配送効率化の取組み進捗の共有

3. 返品削減・配送効率化の手引書の普及推進

4. 2016年度 日用品（日用雑貨・OTC医薬品）の返品実態

5. 今後の課題

（資料）

• 日用品の返品実態調査結果詳細資料

• 日用品 返品削減の進め方 手引書

（加工食品WG・日用品WG共通資料）

• 配送効率化の進め方 手引書
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1. はじめに ～ WGの基本的考え方

我が国の流通におけるコストを低減し、効率化を図るためには、サプライチェーンの
最適化による返品削減や配送効率化等が不可欠。納品期限や返品制度など我が
国の商慣習が阻害要因の一つとなり、欧米に比べて流通の壁を越えた情報の共有
や協働化が進まず、サプライチェーン全体の合理化、効率化を妨げている可能性
が高い。他方、こうした商慣習によって増加するコストは最終的に消費者が負担し
ている。

消費者利益を高めるという観点から、サプライチェーンの効率化を実現し、流通競
争力を強化するためには、過去からの商慣習を見直し、その改善方策を検討し新し
い時代の商慣習へシフトする必要がある。
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製・配・販連携協議会WGで議論、

～新しい時代に適応する商慣習へ～

加盟企業が率先して原動力となり、業界全体へ周知を図る。

将来的には、SCMによる我が国の全体最適を目指す

1. はじめに 2016年度の日用品ＷＧ活動内容

これまでのWGの議論・提言に基づき、返品削減・配送効率化に向けて、
施策の実行・実現・普及拡大を進めた。
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各社取組みの
実行と進捗共有

業界団体への
普及推進

返品実態調査
の継続実施

「返品削減」「配送効率化」の方策提言、

進め方の「手引書」の策定

2011年

～
2015年

2016
年



2．返品削減・配送効率化の取組み進捗の共有
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返品削減・配送効率化の取組み進捗の共有
実施概要

返品削減・配送効率化の取組について、加盟企業個社における取組の進捗をアン
ケート形式で確認した。

調査対象
– 製・配・販連携協議会 日用品WGメンバー（製・配・販）

調査項目
– 返品削減の取組状況（製・配・販）

• 社内での取組状況
• 社外との取組状況

– 配送効率化の取組状況（製・配・販）
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（１）返品削減の取組状況―社内での取組
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メーカー 卸売業 小売業

意識改革・
意識啓発

• トップ・経営幹部からの
発信

• 活動事例の共有（活動
事例共有会議、販売会
議等）

• ポスターの掲示、全国
の営業部へ普及徹底

• 社内報で取組事例を紹
介

• 営業会議で取組事例・
方策について紹介

• 社内研修で手順書等を
解説

• 返品削減ポスターを自
社製作・掲示

• 返品不可の原則を徹底

• 仕入担当者への継続的
な指導（契約内容・発注
コントロール等）

返品実績
の把握と管
理

• 返品実績・要因を分析
（季節品・リニューアル
品）

• 小売業別に返品削減目
標を設定

• 精度の高い販売計画の
立案と達成

• 返品実績の共有（企業
別に分析）

• 小売業別に返品削減目
標を設定

• 本部と店舗それぞれの
返品問題を整理

業績評価
への反映

• 課題のある取引先の営
業担当のKPI化

• 返品金額/率の計画と評
価査定

• 営業の目標管理に返品
削減項目を設定

―

（２）返品削減の取組状況―社外との取組
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メーカー 卸売業 小売業

関係者との
情報共有

• 取引先への商品改廃情
報の早期開示

• メーカーに自社返品セ
ンターの現場を見学して
もらう

• 販売実績情報を取引先
に共有

発注・在庫
数の適正コ
ントロール

• 卸売業の在庫の調整

• 小売業への返削減目標
と活動の提案

• 小売業別・店舗別・アイ
テム別の売行に応じた
適正在庫の提案、季節
品の年間定番化

• メーカーと細分類ごとに
発注停止時期の調整

• 小売業へエリア別の発
注停止推奨時期の案内

• 取引先会合で削減に向
けた取組の決定

• 店間移動で売切り推進
• 終売商品のDC欠品を
許容

• 季節商品の事前発注止
め

• メーカー改廃による商
品の売切り処分の商談

取引制度
の改定・調
整

• 小売業・卸売業との返
品削減アローワンス契
約の締結

• メーカーとの無返品契
約の締結

• 小売業との返品率に応
じた割戻し契約

• 返品削減に応じた割戻
し契約



（３）配送効率化の取組状況
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メーカー 卸売業 小売業

配送ロッ
トの拡大

• 納品頻度・発注単位の
適正化

• 配送ロットの拡大
• 積載率の向上
• 車両の大型化

• 納品頻度の見直し

車両回転
の向上

― • 積込み・荷下ろし時間の
短縮

• ダイヤグラムの見直し

• 納品待機時間の短縮
（早期荷受、構内作業の
時間短縮に向けた倉庫
作業員の適正配置、運
送会社とルート別入場時
間を調整）

• 店舗発注時間の繰上げ
等による納品リードタイ
ムの延長

物流経路
の最適化

・モーダ
ルシフト
等

• 他社との共同配送 • 工場直送を考慮した仕
入

• 納品トラックの帰り便利
用によるメーカー商品引
取り

• ＦＴＬ契約メーカーの拡大

• DC間移動でモーダルシ
フト

3．返品削減・配送効率化の手引書の普及推進
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業界団体への周知・協力依頼について

製配販の下記業界団体に趣旨説明し、会員・関係者への案内・周知いただくこととした
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対象団体 活動概要

（小売業）

一般社団法人日本スーパーマーケット協会 経産省会合と直接訪問にて事務局より周知依頼

一般社団法人新日本スーパーマーケット協会 直接訪問にて事務局より周知依頼

一般社団法人日本フランチャイズチェーン協会 経産省会合にて事務局より周知依頼

日本チェーンドラッグストア協会 直接訪問にて事務局より周知依頼

一般社団法人 日本ドゥ・イット・ユアセルフ協会 直接訪問にてＷＧメンバーと事務局より周知依頼

（卸売業）

全国化粧品日用品卸連合会 直接訪問にてＷＧメンバーと事務局より周知依頼

日本医薬品卸売業連合会（大衆薬卸協議会） ＷＧメンバーより関係部会にて説明実施

情報志向型卸売業研究会
（事務局：流通システム開発センター）

研究会会員に対して手引書の内容を説明

（メーカー）

日本化粧品工業連合会／東京化粧品工業会 直接訪問にてＷＧメンバーと事務局より周知依頼

日本ＯＴＣ 医薬品協会 事務局より関係部会にて業界会員へ説明会実施

日本一般用医薬品連合会 ＷＧメンバーより関係部会にて周知依頼

■参考資料

小売業界団体への普及推進活動

12

【実施概要】

日時 ： 平成28年 8月 22日（月） 14：00～15：00

場所 ： 経済産業省 別館9階944会議室

内容 ： 「返品削減の進め方の手引書」と｢配送効率化の進め方の手引書｣

の加盟会員様への周知、普及拡大を目的として説明会を開催した。

参加団体： 会議風景：

（一社）日本スーパーマーケット協会

日本チェーンドラッグストア協会

（一社）日本フランチャイズチェーン協会



■参考資料

日本チェーンドラッグストア協会のHPでの手引書リンク案内
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■参考資料

卸売業界への普及推進活動
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【実施概要】

日時 ： 平成28年 7月 21日（木） 卸研 第２回研究委員会

平成28年 8月 25日（木） 卸研 第３回研究委員会

場所 ： 流通システム開発センター ２階会議室

内容 ： 情報志向型卸売業研究会にて、｢配送効率化の進め方の手引書｣

（第２回研究委員会）と「返品削減の進め方の手引書」（第３回研究

委員会）を説明した。

参加者： 会議風景：

卸研 正会員

（食品、菓子、日用品などの卸売業）

卸研 賛助会員

（IT関連企業）

各回それぞれ約６０名



4. 日用品の返品実態報告
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4. 日用品の返品実態報告
（１）調査概要

調査の目的
– 返品削減推進の前提として、返品の実態把握と問題意識の共有を図ることを

目的として、返品実態調査を実施した。

調査の方法
– 製･配･販連携協議会に加盟する卸売業及び小売業に対し、アンケート形式で

調査を行った。

調査の項目
– 卸売業調査

• 小売業への売上高、小売業からの返品額、小売業からの返品理由、メー
カーからの仕入高、メーカーへの返品額、メーカーへの返品理由、返品処
理経費

– 小売業調査
• 卸売業等からの仕入額、卸売業等への返品額、卸売業等への返品理由
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4. 日用品の返品実態報告
（２）日用雑貨の返品実態－卸売業調査 ①返品率

卸売業調査によると、「卸売業→メーカー」の返品率は低下傾向にあり、2016年度は
2.37%と前年比で0.45ポイント低下した。
卸売業調査の「小売業→卸売業」の返品率も1.68%と前年比で低下した（0.39ﾎﾟｲﾝﾄ）。
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日用雑貨の返品率の推移（2012年度～2016年度）

4. 日用品の返品実態報告
（２）日用雑貨の返品実態－卸売業調査 ②小売業態別の返品率

卸売業調査にて、「小売業→卸売業」の返品率を業態別に集計したところ、ドラッグス
トアの返品率が2%を上回るほど高いが、低下傾向にある。
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主要業態別の返品率

(2014・2015・2016年度）

主要業態別の売上構成比

（2016年度）

※上図の「全体」の返品率と前頁の返品率とは集計対象が異なるため一致しない。

※CVSの2014年度と2015年度の返品率が高い理由は、いずれも石鹼・洗剤など一般的な日用雑貨以外の商品による影響があったから
である。2014年度は特別な季節品（年賀状・花火等）であり、2015年度は特別な催事商品（くじ・グッツ等）である。



4. 日用品の返品実態報告
（２）日用雑貨の返品実態－卸売業調査 ③返品の発生理由

「卸売業→メーカー」の返品の発生理由は、「年2回の棚替え・季節品」（84.5%）が
中心であり、 次いで「定番カット」（10.4%）となっている。
「小売業→卸売業」の返品の発生理由も同様であり、 「年2回の棚替え・季節品」
（73.1%）が最も多く、「定番カット」（9.0%）が続いている。
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日用雑貨の返品の発生理由（2016年度）

＜卸売業→メーカー＞ ＜小売業→卸売業＞

4. 日用品の返品実態報告
（３）ＯＴＣ医薬品の返品実態

OTC医薬品の「卸売業→メーカー」の返品率は2016年度に3.02％、 「小
売業→卸売業」は2.66％であり、前年度よりも改善した。
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OTC医薬品の返品率（2014-2016年度）



4. 日用品の返品実態報告
（４）業界全体の返品額推計

業界全体の「卸売業→メーカー」の返品額を推計した。
業界全体の返品額は、2016年度903億円と推計され、前年度比196億円
減少した。
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日用品の業界全体の返品額推計

（卸売業→メーカー、2012年度～2016年度、億円）

5. 今後の課題
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5. 今後の課題
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返品実態調査の継続・返品削減方策フォローアップ

– 日用品の返品率は改善傾向は見られるものの、水準は高いため、継
続的な実態把握が必要。

「返品削減」「配送効率化」進め方手引書の普及・利用促進

– 手引書の普及・利用促進を図り、返品削減／配送効率化の取組み
の拡大を促す。

– 手引書の内容についても必要に応じて更新する。

業界団体・関連組織と連携した業界全体での普及促進

– 中堅・中小企業における取組みが重要であることから、業界団体や
関連組織と連携した業界全体での取組みを推進する。

– 業界誌・マスコミを通じた情報発信にも努め、広報・普及を図る。

（参考資料）

日用品における返品削減の進め方 手引書（パンフレット版）

加工食品/日用品 配送効率化の進め方 手引書（パンフレット版）
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